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■ 国から多額の交付金 
 災害公営住宅の黒字化については、2015 年 11 月

の気仙沼復興レポート㉑でも家賃の仕組みとともに

取り上げたが、今回はその後の動きを加え、市の財

政負担を中心に課題を整理する。 

 市内の災害公営住宅は 28 地区で 2129 戸の整備

を計画。本年度が建設のピークで、3月末までに 92％

の 1954 戸の完成を予定している。入居が進むにつ

れて、空き室の見込み、家賃収入や助成金などの見

通しが把握できるようになった。そして 2016 年 12

月の市議会定例会で、市営住宅基金を設置するため

条例が提案され、維持管理に関する市の方針が明ら

かにされた。注目していた災害公営住宅の黒字分に

ついては、既存の市営住宅への支出を差し引いてか

ら全額をこの基金に積み立て、将来の解体費用など

に充当する考えが示された。 

 災害公営住宅の維持管理は、被災自治体共通の課

題であり、石巻市などでも同様の基金が開設されて

いる。しかし、被災地における議論は不十分なまま

だ。国民の増税によって確保された復興予算の使い

方の問題でもあり、このタイミングでの議論の高ま

りを期待したい。 

■家賃低廉助成で年１６億円 
 復興交付金メニューの一つである「家賃低廉化事

業」について、あらためて内容を説明する。この事

業は、震災前からもともとある国交省の住宅政策で

ある。自治体が低所得者向けの公営住宅を整備する

と、国のルールに基づいて家賃を低く抑えなければ

ならず、自治体の負担が重くなってしまうことから、

収支に見合う家賃との差額分の一部を国が補填する。

例えば、民間賃貸だったら月 5 万円で貸すような住

宅を 2 万円で貸さなければならない場合、差額の 3
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万円の 45％(1 万 3500 円)を国が設置者の自治体に

助成する。助成期間は 20 年間と定められている=上

表参照=。 

 被災地では助成率が引き上げられ、東日本大震災

の復興交付金だと当初 5 年間は「8 分の 7」、6 年目

以降は「6 分の 5」となる。特例措置によって地元負

担分の残り「8 分の 1」、「6 分の 1」も震災特別交付

税として交付されることになった。つまり、差額分

をすべて助成してもらえる。東日本大震災の災害公

営住宅は規格がグレードアップされ、資材や人件費

の高騰もあって建設費が高くなったため、同様の住

宅を採算ベース(近傍同種家賃)で貸し出すと月10万

円以上になってしまい、差額分の助成額も大きくな

った。 

単純計算すると、しばらくは 1 戸当たり年間 100

万円程度の助成金が国から出してもらえる。その結

果、気仙沼市は家賃低廉化事業で 2015 年度は約 3

億円、2016 年度は約 16 億円もの助成金を受けられ

ることになった。入居戸数が増えるほど助成金は増

えるため、復興交付金計画によると、復興創生期間

の 2020 年度までだけでも計 133 億円の助成を見込

んでいる。なお、2020 年度までに石巻市(整備戸数

4500 戸)は 192 億円、仙台市(3179 戸)は 134 億円の

助成を計画している。 

■年 3億円の家賃収入も 
 家賃を抑えているとはいえ、既存の市営住宅を合

わせて 2654 戸のオーナーである気仙沼市には、助

成基金以外に多額の家賃収入がもたらされる。2015

年度の家賃収入は既存の市営住宅で 6400 万円、災

害公営住宅は 5300 万円。2016 年度は合わせて 3 億

2790 万円の家賃を見込んだ。入居が進む 2017 年度

はさらに増えることになる。 

 しかも、この家賃収入は被災者のための特別措置

が前提となっている。収入の少ない被災者は入居か

ら 5 年間は、通常家賃から最大で 3 分の 1 程度に抑

え、6 年目から 10 年目にかけて段階的に通常家賃へ

戻していく。例えば、戸建てタイプの 65 ㎡は本来の

最低家賃は月 2 万 6300 円だが、政令月収がない世

帯は 8100 円で当初 5 年間入居できる。 

 建物被害を雑損控除できる期間が 5 年に延長され

たこともあり、2016 年 9 月時点の調査では、入居し

た 831 戸の 65％に当たる 537 戸が「政令月収なし」

の区分で、65 ㎡タイプなら長屋で 6600 円、集合住

払下げも可能な戸建て災害公営住宅 

災害公営住宅家賃低廉化事業による支援 

当初 5年間  → 国負担 7/8、地方負担 1/8 

残り 15 年間 → 国負担 5/6、地方負担 1/6 

特別家賃低減化(10 年間、国負担 3/4、地方負担 1/4) 

当初 5年間  → 特段の減額措置 

残り 5年間 → 段階的に通常家賃へ引き上げ 
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宅で 7400 円程度の家賃となっている=下表参照=。 

被災者のための家賃低減措置については、復興交付

金メニューの東日本大震災特別家賃低減事業として、

地元負担を含めて国が差額分を全額補填してくれる。

2015 年度は 4186 万円が交付され、2016 年度は 2

億 1000 万円の交付を見込んでいる。 

■手厚い復興交付金制度 
 難しい制度の説明になってしまったが、簡単に言

うと、災害公営住宅は民間賃貸並みの収入を地元自

治体にもたらすということである。 

 災害公営住宅が完成すると、同じような住宅を民

間で貸し出した場合の家賃を「近傍同種家賃」とし

て算出する。国から助成金を受けるための基準とす

るだけでなく、高額所得者が入居し続けた場合に支

払ってもらう家賃の基準としても活用するためだ。 

 建物と土地の時価から計算される近傍同種家賃

(80 ㎡)は、市街地に完成したマンションタイプの四

反田住宅で月 15 万 7600 円、長磯浜北住宅の戸建て

で 15 万 1600 円、長屋で 14 万 7500 円となった。 

 四反田住宅の場合、政令月収ゼロの世帯の家賃は

月 8700 円だが、近傍同種家賃との差額となる 14 万

8900 円は特別家賃低減事業と家賃低廉化事業によ

って 5 年間は国から全額補填される。気仙沼市とし

ては家賃と助成金で毎月 15 万 7600 円の収入があ

ることになるのだ。広さによって近傍同種家賃が異

なるため、1 戸当たり月平均 13 万円の収入だと仮定

すると 2129 戸で年間 33 億円以上にもなる。 

一方、通常の維持管理費は 1 億円程度。災害公営

住宅を整備するための市の借金は約 70 億円で、30

年かけて返済する場合、毎年の返済額は 2～3 億円

の見込みだ。復興交付金制度は被災地の財政を心配

して地元負担をなくしてくれたが、この手厚い支援

が災害公営住宅の運営の面では際立っている。 

■将来の解体へ基金積立 
 気仙沼市の市営住宅基金は、既存の市営住宅と災

害公営住宅の決算余剰金を積み立て、将来の解体費

などとして蓄えるために設置された。災害公営住宅

のために国から交付されたお金を、公営住宅に絞っ

て活用しようという考えである。市議会の議案審議

では、菅原茂市長が「補助の残りを一般財源に入れ

れば、国民からネコババと見られてしまう」と答弁

したことに市の思いが象徴される。 

 歳入として扱うのは、家賃、駐車場料、土地貸付

料、戸建て住宅の払下げ収入、復興交付金などで、

歳出は修繕料、管理委託費、人件費、公債費など。

歳入から歳出を差し引いた決算余剰金は 2015 年度

で 3 億 3946 万円となった＝次ページの表参照＝。

2016 年度分は約 19 億円の積み立てを見込んでいる。 

災害公営住宅入居831世帯の家賃状況 2016年 9月 

区分 政令月収 戸数 家賃 

家
賃
低
減
化
対
象 

0 円 537 8,100 円 

1～40,000 円 109 13,600 円 

40,001～60,000 円 36 19,200 円 

60,001～80,000 円 36 24,800 円 

通
常
家
賃(

低
所
得) 

80,001～104,000 円 34 26,300 円 

104,001～123,000 円 19 30,300 円 

123,001～139,000 円 14 34,700 円 

139,001～158,000 円 9 39,100 円 

 

収
入
超
過
者 

 

158,001～186,000 円 16 44,700 円 

186,001～214,000 円 9 51,600 円 

214,001～259,000 円 5 60,400 円 

259,001 円～ 7 69,700 円 

※家賃は戸建タイプ 65 ㎡の例 

近傍同種家賃の計算式 

{(近傍同種の住宅(敷地含む)の複成価格)×国土

交通大臣定める 1 年当たりの利回り＋償却額＋

修繕費＋管理事務費＋空家等引当金＋公課}÷12 

払下げも可能な戸建て災害公営住宅 
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 「すべての住宅が完成していない」と将来的な収

支シミュレーションはまだ公表されていないが、4、

5 年の間に 100 億円を超える基金規模になる可能性

が高い。市は建物の修繕だけでなく、将来の解体費

を基金から支出するほか、災害公営住宅の整備に要

した起債の繰り上げ償還するための運用も見込んで

いる。 

 災害公営住宅の耐用年数は耐火構造で 70 年、木

造で 30 年と想定した。老朽化が目立つ既存の市営

住宅は、災害公営住宅の空き室への集約を計画して

おり、集約に伴う解体費用の支出は見込まれるもの

の、当面は積み立てが続くことになりそうだ。 

■震災後の市財政 
 甚大な被害を受けた気仙沼市では、復旧・復興の

地元負担による財政悪化が心配されたが、ほとんど

の事業は国の復興予算で進められたことで、震災前

よりも財政状況は改善された面がある。 

 目立つのが借金の減少だ。この 5 年、国の費用負

担によって新しい借金はほとんどなかった一方で、

震災前からの借金は着々と返済を進めてきた。その

結果、2015 年度末の市債残高は 336 億円となった。

2010 年度末の 306 億円より増えているように見え

るが、農林水産債、土木債、教育債など通常の借金

は大幅に減少。災害公営住宅の起債で増えても収入

によって返済可能な公営住宅債、国の代わりに起債

している臨時財政対策債で計 68 億円を占めており、

実質的な借金は大幅に減っている=次ページの表参

照=。 

市の財政シミュレーションによると、災害公営住

宅債の増加によって市債残高は 2017 年度に 413 億

市営住宅にかかる 2015 年度の財政状況 (円) 

既
存
住
宅 

歳
入 

住宅使用料 64,086,700 

土地貸付料 1,792,800 

歳入小計 65,879,500 

歳
出 

職員人件費 8,715,543 

公債費 22,793,566 

管理代行委託 43,765,000 

管理費負担 1,837,956 

修繕等維持管理費 5,739,184 

歳出小計 82,851,249 

災
害
公
営
住
宅 

歳
入 

 
住宅使用料 53,110,900 

太陽光売電収入等 1,629,901 

家賃低廉化交付金 321,658,000 

特別家賃低減交付金 41,863,000 

歳入小計 418,261,801 

歳
出 

職員人件費 9,263,746 

公債費 13,482,248 

管理代行業務委託 34,594,106 

住宅管理費負担金 0 

修繕等維持管理費 4,482,050 

歳出小計 61,822,150 

財政シミュレーションの設定条件 

1. 住宅使用料 

入居者状況、世帯消滅、社会動態、空き住宅補

充、自力再建、戸建払下げの重要要素から算出 

 

2. 修繕費 

過去の修繕履歴を参考に、費用や周期、傾向を

分析。一般修繕と入居前修繕に分かれるが、そ

れぞれ経過年数による増加分を考慮する。災害

公営住宅は国交省の「長期修繕に係るガイドラ

イン」を参考に修繕周期を想定する。 

 

3. 解体費 

災害公営住宅の耐用年数は耐火構造で 70 年、木

造で 30 年であり、耐用年限まで利用して解体す

ることを想定。既存住宅は集約化の動向を見据

えて解体時期を想定する。 

 

鹿折地区の災害公営住宅 
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円まで膨らむが、借金返済に充てる公債費は今後減

少していく見通しにある。 

災害公営住宅から生み出されるお金を、将来の解

体に向けて積み立てていく一方で、起債して利子を

払ってお金を借りなければならない実態がある。復

興予算の多くが 25 年に及ぶ復興増税で成り立ち、

復興債を発行してまで急いで確保したということを

考えると、基金として凍結してしまうことが適正な

のかどうか悩むところである。災害公営住宅の収支

シミュレーションが公表された後、結論は同じであ

ったとしても税の使い道として、しっかり議論しな

ければならない。 

■公費投入に足りない議論 
 災害公営住宅のための助成制度によって、維持管

理による赤字の心配が、黒字化によって将来の解体

費までまかなえてしまうという結末を、災害公営住

宅の整備計画を立てる段階から気づいていた人はい

ないだろう。被災地にとっては感謝すべき結果とな

ったが、国民の理解をしっかり得てから今後の使い

道を考えるべきお金だと思う。 

 ①どこの自治体も抱えている既存の市営住宅を基

金の収支に一体化させたこと②収支の余剰金をすべ

て基金に積み立てること③収支シミュレーションが

公表されないまま基金を設置したことなど、議論が

足りなかったと反省している。そもそも、被災者の

ための災害公営住宅と、低所得者のための市営住宅

が同じ公営住宅制度で位置付けられたことで、家賃

低廉化事業で多額の基金が築かれたり、収入超過者

の退去を迫らなければならなかったりという課題が

発生した。地方の場合、世帯の同居人数が多く、夫

婦共働きや高年齢の就労も多いため、低所得者向け

の公営住宅ルールを適用すると、収入の実態以上に

家賃が上がってしまうという問題もある。建設費が

高騰してしまう災害公営住宅の近傍同種家賃の設定

方法は、家賃低廉化事業の助成額が高額化につなが

るため、別ルールが必要だったのではないか。 

 今年 5 月にはすべての災害公営住宅が完成し、施

設の維持管理、入居者のコミュニティーづくりが本

格化する。収入や緩和措置によって変動する家賃の

問題、建設費高騰によって影響を受ける戸建て住宅

の払下げ価格の問題も浮上してくるだろう。そのと

き、災害公営住宅によって生み出された財源があら

ためて注目されることになるかもしれない。これは

気仙沼市だけの問題ではない。震災の一つの教訓と

して、災害公営住宅を取り巻く制度を整理してほし

い。 

 将来の解体費まで確保できる災害公営住宅のほか

に、復興事業で整備した防災集団移転団地、コミュ

ニティー施設などの維持管理についても十分な検討

が必要だ。気仙沼市が年度内に策定する公共施設総

合管理計画に注目し、公共施設をつくるだけでなく、

将来の負担まで議論を深めていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な市債の推移 

目的 2010 年度末 2015 年度末 

総務債 2,912 百万円 1,732 百万円 

民生債 416 百万円 1,918 百万円 

衛生債 937 百万円 2,403 百万円 

農林水産債 3,442 百万円 1,788 百万円 

商工債 280 百万円 65 百万円 

土木債 3,475 百万円 1,758 百万円 

公営住宅債 240 百万円 3,804 百万円 

教育債 7,151 百万円 5,416 百万円 

減税補填債 1,107 百万円 375 百万円 

臨時財政対策債 9,678 百万円 12,911 百万円 

合計 30,614 百万円 33,618 百万円 

気仙沼復興レポートは気仙沼市議・今川悟ホーム

ページで公開中。  http://imakawa.net 
①少子化と人口減少②防潮堤問題③復興予算の限界④

鉄路復旧とＢＲＴ⑤高校再編⑥災害公営住宅⑦仮設住

宅⑧財政シミュレーション⑨災害危険区域⑩震災遺構

⑪人手不足⑫防災公園⑬震災検証（津波編）⑭三陸道⑮

新市立病院⑯造船団地⑰復興事業の地元負担⑱仮設住

宅の集約化計画⑲土地区画整理とかさ上げ⑳集会施設

の市有化と課題㉑災害公営住宅の管理と家賃㉒試行錯

誤の防災集団移転㉓震災 5 年目の防潮堤㉔住宅再建へ

支援と選択㉕要望で振り返る 5 年㉖神山川堤防と桜並

木㉘地盤隆起㉙小・中学校再編㉚避難道㉛仮設住宅の

特定延長㉜商業再生と仮設施設㉝地方創生㉞土地区画

整理の遅延 
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